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図  1 本研究における喫煙予防教育に関する研究の進め方 














































































































































一 神 で あ る こ と が 分 か っ て お り 、 ド イ ツ の マ ヤ 学 者 パ ウ ル ・ シ ェ ル ハ ス （ Paul 
Schellhas,1859-1945）が 19 世紀の末に採用したアルファベットによるマヤ神整理方式で























表  1 日本におけるタバコに関する歴史的背景（抜粋）  
年代 事項 
1570 年代 タバコが日本にポルトガル人により伝来  刻みタバコをキセルで喫煙  
1609 年 徳川家康 禁煙令 
1713 年 貝原益軒 『養生訓』を刊行 タバコの害について記述  












平山雄博士 大規模な疫学調査（全国 6 府県 29 保健所管内の 26 万数
千人の地域住民を対象とした「計画調査」を実施した。この調査で喫
煙と肺がん、その他の疾患との関係を確認）  
1985 年 専売公社の廃止とタバコ事業の民営化  





2003 年 健康増進法制定 第 25 条受動喫煙の防止対策が盛り込まれる。  
2005 年 
 
「 た ば こ 規 制 枠 組 条 約 （ Framework Convention on Tobacco 
Control :FCTC）」を WHO が発効。  
2006 年 ニコチン依存者に対する禁煙治療開始。禁煙治療が保険の適応となる。 
2006 年 2 月 
2006 年 5 月 
日本禁煙学会発足  
日本禁煙科学会発足  
2008 年 タスポ制度導入  





第２章 喫煙をめぐる近年の社会的動向  































 図  2は厚生労働省による平成 25年度国民健康栄養調査の現在習慣的に喫煙している者の
割合の年次推移（20 歳以上）であるが、現在習慣的に喫煙している人の割合は、19.3％で
ある。性別にみると、男性 32.2％、女性 8.2％であり、男女ともに 10 年間で減少傾向にあ
る。しかしながら、表  2 から分かるように出産可能な年代の女性の喫煙率の低下が鈍いの
は問題であり、母親が喫煙することによって胎児・乳幼児に与える健康被害について、も
っと社会的に広める必要があると考える。  
 表  2 は喫煙習慣者の年次推移（性・年齢階級別）（％） 厚生労働省「国民栄養の現状」
（国民栄養調査結果平成 24 年調査）を性別・年齢階級別に平成 17 年度から平成 24 年度ま
でを表にまとめたものである。どの年代も平成 17 年度より平成 24 年度のほうが喫煙率は
低下しているが、女性の喫煙率が男性と比較して低下率が低いように思われる。これは、
もともとの喫煙率が男性と比較して低いということがあるが、母親になる可能性の高い年
代（20.30.40 歳代）の女性が禁煙についてもっと関心を高くもつ必要があると考える。  
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表  2 喫煙習慣者の年次推移（性・年齢階級別）（％）  厚生労働省「国民栄養の現状」  
（国民栄養調査結果平成 24 年調査） 
 20～29 歳 30～39 歳 40～49 歳 50～59 歳 60～69 歳 70 歳以上 平均 
男 
平成 17 48.9 54.4 44.1 42.5 34.0 20.0 39.3 
平成 18 45.1 53.3 46.5 46.2 34.8 19.9 39.9 
平成 19 47.5 55.6 49.1 42.3 32.8 18.6 39.4 
平成 20 41.2 48.6 51.9 41.2 32.6 19.1 36.8 
平成 21 40.1 51.2 49.1 44.0 33.7 19.3 38.2 
平成 22 34.2 42.1 42.4 40.3 27.4 15.6 32.2 
平成 23 39.2 43.9 40.2 37.3 29.3 16.6 32.4 
平成 24 37.6 43.2 43.2 41.0 31.9 16.9 34.1 
女 
平成 17 18.9 19.4 15.1 12.4 7.3 2.6 11.3 
平成 18 17.9 16.4 13.8 9.2 6.4 2.8 10.0 
平成 19 16.7 17.2 17.9 9.3 7.3 3.7 11.0 
平成 20 14.3 18.0 13.4 9.5 4.9 3.2 9.1 
平成 21 16.2 17.5 15.2 11.7 7.4 4.9 10.9 
平成 22 12.8 14.2 13.6 10.4 4.5 2.0 8.4 
平成 23 12.8 16.6 16.5 10.2 6.4 3.0 9.7 



















表  3 受動喫煙で起こる病気（成人）、米国公衆衛生長官報告 2006 より  松崎（2009） 
病気・障害  エビデンス強度  オッズ比など  
肺ガン 確実 1.2～1.3倍  
乳ガン 可能性大  1.5倍（閉経前）  
副鼻腔ガン  可能性大  2倍 
虚血性心疾患罹患・死亡 確実 1.3倍 
脳卒中 可能性大  1.5～2倍 
動脈硬化  可能性大  膨大な証拠あり  
悪臭ストレス・鼻目咽喉刺激  確実 著しい生活の質低下  
アレルギー性鼻炎悪化  可能性大  1.4倍 
気管支喘息新規発症・悪化  可能性大  1.5～3倍 
気管支喘息呼吸機能悪化 可能性大  短時間受動喫煙でも  
健常人の呼吸器症状  可能性大  1.5～４倍 
健康人の呼吸機能悪化  可能性大  一秒率3％以下  
慢性閉塞性肺疾患発症  可能性大  2～5倍 
 
厚生労働省の「たばこに関する数値目標について」によると、喫煙による年間超過死亡



























③  喫煙と薬物等をめぐる問題  


























強力な法規制と取締りが行われる（昭和 26 年、覚せい剤取締法施行）。 
















少年の間でシンナーの乱用が流行、社会問題化する。（昭和 42 年に 2500
人くらいだった補導人員が翌 43 年には 2 万人強まで増加）。一方、成
人の間では、覚せい剤の乱用が急激に増え始める（検挙者の大半が暴
力団関係者）。 









している。また、平成 16 年には、MDMA 剤型合成麻薬事犯及び大麻事犯
の検挙人員が、いずれも過去最高となるなど大変深刻な状況にある。  
（ 出 典 ： 薬 物 乱 用 防 止 「 ダ メ 。 ゼ ッ タ イ 。」「 薬 物 乱 用 防 止 の 基 礎 知 識 」 よ り
http://www.dapc.or.jp/data/kiso/1.htm）平成 26 年 7 月 20 日確認  
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表  5 法的な規制 
種類 法律名 
タバコ 
未成年者喫煙禁止法（明治 33 年 3 月 7 日法律第 33 号）最終改正：平成 13 年 12
月 12 日法律第 152 号 
飲酒 
未成年者飲酒禁止法（大正 11 年 3 月 30 日法律第 20 号）最終改正：平成 13 年




（ 出 典 ： 薬 物 乱 用 防 止 「 ダ メ 。 ゼ ッ タ イ 。」「 基 礎 知 識 編 」 よ り

































１．化学物質管理のあり方の見直し   
特別規則の対象にされていない化学物質のうち、一定のリスクがあるものなどについ
て、事業者にリスクアセスメントを義務付ける。   
２．ストレスチェック制度の創設   
医師、保健師などによるストレスチェックの実施を事業者に義務付ける。（ただし、従
業員 50 人未満の事業場については当分の間努力義務とする。）   
事業者は、ストレスチェックの結果を通知された労働者の希望に応じて医師による面接
指導を実施し、その結果、医師の意見を聴いた上で、必要な場合には、適切な就業上の措









ついては、名称を公表する。）   
５．外国に立地する検査機関などへの対応   
ボイラーなど特に危険性が高い機械を製造などする際の検査などを行う機関のうち、外国
に立地するものについても登録を受けられることとする。    
６．規制・届出の見直しなど   
・建設物または機械などの新設などを行う場合の事前の計画の届出を廃止する。   
・電動ファン付き呼吸用保護具を型式検定・譲渡制限の対象に追加する。   
（施行期日：公布の日から起算して、それぞれ６は６月、３・４・５は１年、２は１年
６月、１は２年を超えない範囲において政令で定める日。）  
（ 出 典 ： 厚 生 労 働 省 ホ ー ム ペ ー ジ 「 労 働 安 全 衛 生 法 が 改 正 さ れ ま し た 」



















































和 45)年、1985(昭和 60)年と 2 回にわたって改訂―、1971(昭和 46)年のテレビ、ラジオで
のたばこの広告禁止、1975(昭和 50)年のミネソタ州に始まった公共場所での喫煙制限に関
する条例の制定や、1988(昭和 63)年のニューヨーク市における公共場所での包括禁煙法の
施行などが挙げられる。なお、公共場所での喫煙規制は、現在米国 50 州中 42 州で立法化
されており、人口の 80％がその影響下にある。  




















ている点である。この考え方を取り入れて開発されたのが KYBプログラムである（Know your 
Body）。 






という本人の主観的な判断に委ねられるのではなく、「この 1 カ月で 1 本以上」あるいは「こ
の 1 週間で 1 本以上」といったように操作的に定義している。この指標が多くの研究に共
通して採用されていることによって、プログラム相互の評価の比較を可能にしている。  




（1） 日本における先駆的研究  












米における社会的影響に焦点をあてたプログラムに範をとっている。K 版と B 版との比
較において喫煙行動の抑制の違いは見られなかった。  





（4） 小学校における喫煙防止教育研究    
村松（1989）らによる小学校における喫煙防止教育プログラムの中で、特に注目され
る点は 2 点である。 1 点は家族を巻き込んだ活動の実践。家族が喫煙者の場合、子ども
は喫煙へのハードルが低くなり、喫煙を容易に始めてしまう場合が多い。家族を巻き込















研究の方法論上の課題として 4 点が挙げられる。  
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（1） 教育現場において実践可能で、かつ適切な評価方法の検討とその標準化  
評価方法が標準化されれば、各プログラムを相互比較して評価することが可能とな
り、プログラム開発研究の発展が期待できる。  
（2） 適切な対照群の設定および長期化効果を評価する研究  
今までの研究のように単一あるいは少数の学校を対象とするのではなく、相当数の
学校数が必要であり、長期的効果の評価が必要である。  























第４章 養護教諭が担う喫煙予防教育の役割  










1947（昭和 22）年の学校教育法で、養護訓導は養護教諭と現在の名称に改称され 60 年以
上経過している。  
II. 養護教諭の職務内容  
1．法的な指針  







② 保健指導に関すること ＜個人指導＞ ＜集団指導＞  
③ 救急処置及び救急体制に関すること  
④ 健康診断・健康相談・相談活動に関すること  





⑦ 伝染病の予防に関すること  
⑧ 保健室運営に関すること  



























































成 21）年には養護教諭の職務に重要な学校保健法が 50 年ぶりに改正されて、「学校保健安
全法」と名称変更となり、その内容は養護教諭の職務内容の専門性に大きく踏み込んだも
のとなった。  





























ついては徐々に改善されつつある。文部科学省は 2005（平成 17）年 4 月 1 日時点と 2012
（平成 24）年 4 月に「学校における受動喫煙防止対策実施状況調査」を全国規模で実施し






表  6 学校種別の受動喫煙防止対策の割合  （％） 







98.8 99.2 99.3 100.0 99.8 84.6 
2012
年度 
99.8 99.7 99.3 100.0 100.0 91.6 
出典： 文部科学省 2005 年 4 月、2012 年 4 月「学校における受動喫煙防止対策実施状況
調査」 
2．養護教諭を取り巻く新しい動き  
1958（昭和 33）年に制定された学校保健法が 50 年ぶりに改訂され、2009（平成 21）年
















































































 タバコの煙には、4000 種類の化学物質が含まれており、有害物資は 200 種類以上であ




















































図  7 未成年者のニコチン依存について  
 
6．未成年者喫煙禁止法  
















図  8 未成年者喫煙禁止法について（抜粋）  
7．健康増進法について  
















図  9 健康増進法について（抜粋） 
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第５章 喫煙予防に関する実態調査  






１）実施時期  2012（平成 24）年 7 月 








本人自身が喫煙している学生は、36 名中 2 名であった。自分の周りに喫煙者がいるかど
うかの質問には、61％がいる、39％がいないと答えていたが、喫煙している学生は本人の
みが喫煙者ではなく、家族の中に複数の喫煙者がいる環境であった（表  7）。 
また 34 名の非喫煙者の学生のうち、21 名（61.8％）は、その家族に喫煙者がいたが、












表  7 自分の周りの喫煙者の有無 
人数（％） 
 喫煙者 非喫煙者  計 
自分の周りに喫煙者がいる  2（100） 21（61.7） 23（63.9） 
自分の周りに喫煙者がいない  0（0） 13（38.2） 13（37.1） 






















表 8 喫煙者の状況（他大学との比較）  
喫煙者の割合（％）  
大学   A 女子大学（今回の調査）    B 大学      C 大学 
調査年度     2012     2003     2009  
 1 年  
 2 年  
 3 年  
 4 年  
   2/36 (5.5)   27/610（4.4）  
       
6/1732 (0.3)  
20/1458 (1.4)  
43/1303 (3.3)  























































































1） 実施時期  2014（平成 26）年 1 月 4 日～8 月 21 日 
2） 対象者  近畿圏内の養護教諭 200 名（全員女性）      




教育についての考え方や、自身の喫煙の有無などについて、計 19 項目について質問した。 
質問の内容は巻末の資料２に示した。  
養護教諭の依頼書には同意する場合のみ回答を送付するよう記載した。近畿圏内の養護
教諭 200 名にアンケートを配布し、回収は 114 名で、回収率は 57％であった。  
3．結果  
 アンケートの結果を主な項目ごとにまとめると以下のとおりとなった。  
 
表  9 年代別人数 
人数（％） 
年代 20 歳代 30 歳代  40 歳代 50 歳代 60 歳代 未回答  総計 
総計 28（24.6） 28（24.6） 20（17.5） 34（29.8） 3（2.6） 1(0.9) 114(100) 
年代別 50 歳代が一番多く、ベテランの養護教諭が多い状況となっている。  
 









その他 未回答  総計 
幼稚園 15（88.2） 
  
1（5.9） 1（5.9） 17 











   
1 
高等学校  8（88.9） 1（11.1） 
   
9 
特別支援学校  1（100）  
    
1 
教育委員会他  3（75.0） 1（25.0） 
   
4 
夜間中学  1（100）  
    
1 
総計 98（86）  11（9.6） 1（0.9） 2（1.8） 2（1.8） 114（100） 
  
校種別の数は、幼稚園 17、小学校 55、中学校 26、中等教育学校 1、高等学校９、特別支
援学校 1、教育委員会他 4、夜間中学１の計 114 校であった。各校種の敷地内全面禁煙率は、
幼稚園 88.2％、小学校 92.7％、中学校 73.1％、中等教育学校 0％、高等学校 88.9％、特
別支援学校 100％、教育委員会他 75％、夜間中学 100％であった。なお、教育委員会の内
訳は、養護教諭免許保持者で以前養護教諭として勤務し、現在は求職中の養護教諭であり、
他は認定子ども園１名であった。  
表  11 喫煙予防教育実施状況 
人数（％）  
校種 実施  未実施 計画中 検討中 未回答  総計 
幼稚園 1（5.9） 15（88.2） 
  
1（5.9）  17 
小学校 37（67.3） 9（16.4） 2（3.6） 3（5.5） 4（7.3）  55 





中等教育学校  1（100） 
    
1 
高等学校  4（44.4） 5（55.6） 












夜間中学  1（100） 
    
1 
総計 62（54.9） 40（35.1） 3（2.6） 4（3.5） 5（4.4）  114（100） 





表  12 子どもの喫煙行動を見かけたことがあるか  
人数（％） 
校種 見た  ない 未回答 総計 
幼稚園 
 






























総計 12（10.5） 101（88.6） 1（0.9） 114（100） 








表  13 喫煙について子どもからの相談 
人数（％） 
校種 あり  なし 未回答 総計 
幼稚園 
 
16（94.1） 1（5.9） 17 
小学校 5（9.1） 50（90.9） 
 
55 
























総計 19（16.7） 94（82.5） 1（0.9） 114（100） 
（ ）は校種別の％、総計の％は全体に対する％  




表  14 喫煙予防教育の推進者について 
人数（％） 
校種 養護教諭  わからない  養護教諭以外  未回答 総計 
幼稚園 7（41.2） 7（41.2） 
 
3（17.6）  17 
小学校 24（43.6） 25（45.5） 4（7.3） 2（3.6）  55 








高等学校  4（44.4） 4（44.4） 1（11.1） 
 
9 
特別支援学校  1（100） 
   
1 





夜間中学  1（100） 
   
1 
総計 51（44.7） 47（41.2） 11（9.6） 5（4.4）  114（100） 
39 
 




表  15 本人の喫煙歴とタバコの依存性に対する考え方   
人数（％）  
喫煙歴 依存性あり  不明 依存性なし  未回答 総計 
現在喫煙者  1（100）  
   
1 
以前喫煙者  7（100）  
   
7 




   
1（100） 1 
総計 108（94.7） 1（0.9） 0 5（4.4） 114（100） 
  専門職である養護教諭として、依存性がないという回答は当然であるが 0 であった。  
 
表  16 本人の喫煙歴と受動喫煙の害に対する考え  
人数（％） 
喫煙歴 害あり  不明 害なし 未回答 総計 
現在喫煙者  1（100）  
   
1 
以前喫煙者  7（100）  
   
7 




   
1（100） 1 







表  17 本人の喫煙歴と禁煙治療の必要性に対する考え方  
人数（％） 
喫煙歴 必要  不明 不要 未回答 総計 
現在喫煙者  1（100）  
   
1 
以前喫煙者  5（71.4） 1（14.3） 1（14.3） 
 
7 
喫煙歴なし  70（66.7） 21（20.0） 8（7.6） 6（5.7） 105 
(空白) 
   
1（100） 1 




表  18 本人の喫煙歴とタバコの有用性に対する考え方  
人数（％） 
喫煙歴 有用  不明 害あり 未回答 総計 
現在喫煙者  1（100） 
   
1 
以前喫煙者  1（14.3） 1（14.3） 5（71.4） 
 
7 
喫煙歴なし  8（7.6） 8（7.6） 83（79.0） 6（5.7） 105 
(空白) 
   
1（100） 1 
総計 10（8.8） 9（7.9） 88（77.2） 7（6.1） 114（100） 
タバコの有用性では、喫煙者が有用であると回答している。また喫煙歴なしの養護教





表  19 本人の喫煙歴と自己責任に対する考え方  
人数（％） 
喫煙歴 自己責任  不明 自己責任でない  未回答 総計 
現在喫煙者 1（100）  
   
1 





喫煙歴なし  37（35.2） 24（22.9） 38（36.2） 6（5.7） 105 
(空白) 
   
1（100） 1 
総計 43（37.7） 24（21.1） 40（35.1） 7（6.1） 114(100) 
自己責任と回答している割合と自己責任でないと回答している割合が僅差であった。  
 
表  20 本人の喫煙歴と喫煙は文化であるとする考え方  
人数（％） 











喫煙歴なし  6（5.7）  21（20.0） 72（68.6） 6（5.7） 105 
(空白) 
   
1（100） 1 







表  21 年代別による未成年者の喫煙の増加へ感想  
人数（％） 
年代 増加していると思う  どちらでもない  思わない  未回答  総計 
20 歳代 16（57.1） 4（14.3） 6（21.1） 2（7.1） 28 
30 歳代 14（50.0） 10（35.7） 4（14.3） 
 
28 
40 歳代 13（65.0） 5（25.0） 2（10.0） 
 
20 
50 歳代 15（44.1） 10（29.4） 7（20.6） 2（5.9） 34 




   
1（100） 1 
総計 60（52.6） 30（26.3） 19（16.7） 5（4.4） 114（100） 
未成年の喫煙・飲酒状況に関する実態調査研究によると未成年者の喫煙の割合が低下
しているが、反対に増加していると考えている養護教諭のほうが多い。  
表  22 年代別による若い女性の喫煙率の増加の感想  
人数（％） 
年代 増加している  どちらでもない  思わない  未回答 総計 
20 歳代 15（53.6）  8（7） 3（2.6） 2（7.1）  28 
30 歳代 21（75） 3（2.6） 4（3.5） 
 
28 
40 歳代 15（75） 2（1.8） 3（2.6） 
 
20 
50 歳代 21（61.8）  8（7） 3（2.6） 2（5.9）  34 
60 歳代 3（100） 
   
3 
未回答 
   
1（100）  1 
総計 75（65.8）  21（18.4） 13（11.4） 5（4.4）  114（100） 







表  23 タバコ値上げの効果 
人数（％） 
年代 効果あり  効果なし  不明 未回答 総計 
20 歳代 21（75）  3（10.7） 3（10.7） 1（3.6） 28 
30 歳代 21（75）  2（7.1） 517.6） 
 
28 
40 歳代 15（75）  2（10） 3（15） 
 
20 
50 歳代 26（76.5） 2（5.9） 4（11.8） 2（5.9） 34 
60 歳代 3（100）  
   
3 
未回答 
   
1（100） 1 
総計 86（75.4） 9（7.9） 15（13.2） 4（3.5） 114（100） 





表  24 喫煙予防教育の研修会参加希望 
人数（％） 
校種 参加希望  どちらでもない  希望しない  未回答  総計 
幼稚園 6（35.3） 7（41.2） 3（17.6） 1（5.9）  17 
小学校 48（87.3） 6（10.9） 1（1.8）   55 
中学校 18（69.2） 6（23.1） 2（7.7）   26 
中等学校  1（100）       1 
高等学校  6（66.7） 3（33.3）     9 
特別支援学校    1（100）     1 
教育委員会他  1（25） 3（75）     4 
夜間中学  1（100）       1 
総計 81（71.1） 26（22.8） 6（5.3） 1（0.9）  114（100） 






表  25 養護教諭の喫煙状況 
人数（％） 
年代 現在喫煙者  喫煙経験者  非喫煙者  総計 
20 歳代 1（3.6） 2（7.1） 25（89.3） 28 
30 歳代   2（7.1） 26（92.9） 28 
40 歳代     20（100） 20 
50 歳代   2（7.1） 32（94.1） 34 
60 歳代   1（33.3） 2（67.2） 3 
総計 1（0.9） 7（6.2） 105（92.9） 113（100） 
  喫煙経験の有無を年代別に分けて比較した。喫煙経験者は、 20 歳代、30 歳代、50 歳
代、60 歳代であった。 
 
表  26 養護教諭の職務にとって喫煙予防教育は重要と考えるか  
人数（％） 
校種 重要  あまり思わない  
まったく  
思わない  
未回答  総計 
幼稚園 15（88.2） 1（5.9） 
 
1（5.9） 17 




   
26 
中等学校  1（100） 
   
1 
高等学校  8（88.9） 1（11.1） 
  
9 
特別支援学校  1（100） 
   
1 
教育委員会他  4（100） 
   
4 
夜間中学  1（100） 
   
1 
総計 107（93.9） 6（5.3） 0 1（0.9） 114（100） 


















































られる（93.9％）。社会も禁煙化が進んできており、2014（平成 26）年度の JT の調査によ
ると、我が国の喫煙率は、男性全年齢喫煙率 30.3％（平成 25 年度 32.2％）、女性全年齢喫
















































喫 煙 開 始 要 因  















































社 会 の 禁 煙
化：健康増進
法第 25 条、
各 自 治 体 の











を出さない   
喫煙開始年齢が低いとニコチン
依存は早く形成される                 
養護教諭が実践する喫煙予防教育  
学 校 外 ： 地
域、専門家、
関係諸機関、




















第６章 喫煙予防教育のためのプログラム開発の必要性  









































いる。現在わが国の薬物乱用防止対策として、2013（平成 25）年 8 月から第 4 次薬物乱用
防止五カ年戦略が推進されており、目標の一つとして「青少年、家庭及び地域社会に対す
る啓発強化と規範意識向上による薬物乱用未然防止の推進」が掲げられている。  













































表  28 総則の比較 
 総則名  内容 
小学校 小学校学習指導要領総
















































































3・4 年生用 G 保健 







（2） 体の発育・発達について理解できるようにする。   
○「小学校」  病気の予防  
喫煙、飲酒、薬物乱用などの行為は、健康を損なう原因となること。  
○「中学校」  健康な生活と疾病の予防  
  喫煙、飲酒、薬物乱用などの行為は、心身に様々な影響を与え、健康
を損なう原因となること。  











5・6 年生用 G 保健 
（1） 心の発達及び不安，悩みへの対処について理解できるようにする。   
   ア 心は，いろいろな生活経験を通して，年齢に伴って発達すること。  







イ けがの簡単な手当は，速やかに行う必要があること。  







エ 喫煙，飲酒，薬物乱用などの行為は，健康を損なう原因となること。  






















































































































第７章  喫煙予防教育のためのプログラムの作成と指導実践  
I. 喫煙予防教育プログラム作成  
 学校教育で展開される予防教育の中で、子どもの健康を守るという点で、喫煙予防教育
は大変重要な役割がある。喫煙を予防するには、喫煙に興味をもつ前に喫煙予防教育を行
うことが効果的である。喫煙予防プログラム作成の過程を図  14 にまとめた。  
 プログラムの開発方法と改訂、プログラム改訂前後の授業効果の比較の方法等を、岡田
ら「看護学生に対する喫煙に関する教育プログラムの検討」（ 1998）を参考として図 16 に










































II. 喫煙予防教育プログラムによる授業実践  
 




１）第 1 次プログラム  
対象者：大阪府下 H 市の A 小学校 4 年生 120 名。 
実施時期：2013（平成 25）年 10 月と 11 月 
２）第 2 次プログラム   
対象者：大阪府下 H 市の B 小学校 6 年生 69 名。 
実施時期：2015（平成 27）年 1 月 
３）第 3 次プログラム  
対象者：大阪府下 H 市の小学校 5 年生 104 名。 
実施時期：2015（平成 27）年 7 月 
プログラムの第 1 次、第 2 次、第 3 次は全て学校が違うが同じ市内のため、地域差はな
いと考える。また筆者のゼミ学生を、喫煙予防教育の補助員として毎回授業に参加させ、
学校現場の現状、子どもの様子を理解させ、今後の養護教諭として学校現場に出た場合の









図  15 第 1 次、第 2 次、第 3 次プログラムと授業の流れ  

































































授業構成について図 16 に示した。第 1 次、第 2 次、第 3 次プログラムの事前指導は担
任が行った。なお、小学校 5 年生への第 3 次プログラムは喫煙予防教育の効果を明らかに
するために授業前と後に意識調査を行った。  
 各プログラムの授業内容・方法の変更点を表  30 に、授業内容のプログラムの比較を表  
31 に示した。  





















図  16  喫煙予防プログラム内容  
 
2 週間後  





















































全 て の 授 業 プ ロ グ ラ ム に お い て も 、 授 業 の 導 入 と し て ブ レ ス ロ ー （ Lester 
Breslow,1915-2012）の 7 つの健康習慣を使用して、健康な生活とは、健康な生活を過ごす
のには何が重要かということを説明した。ここで、ブレスローの 7 つの健康習慣 (岡
田,2011)について説明したい。ブレスローの 7 つの健康習慣とは、アメリカの・カリフォ





実践できる内容としてこのブレスローの 7 つの健康習慣を教材として選んだ。  
  
1 規則正しい 3 度の食事の摂取、間食をしない。  
2 朝食は毎日摂取する。  
3 週 2～3 回の適度な運動を行う。  
4 毎日 7～8 時間の睡眠をとる。  
5 タバコは吸わない。  
6 適正な体重（標準体重比±10％以内）を維持する。  
7 過度の飲酒をしない。  
65 
 
表  30 授業内容・方法変更点 
・第 1 次から第 2 次は 2 回の授業を 1 回に変更した(受け入れ小学校の授業時数の関係 )→
総授業時間数が半分→ブレスローの 7 つの健康習慣の説明を短くした。  
・喫煙予防教育の対象学年を 4 年生、6 年生、5 年生と学年を変えて実施した。→年齢によ
る理解度の比較ができ、授業効果が一番高いと感じたのは 5 年生であった。授業見学し
た先生からも、5 年生が理解しやすい内容であったとの感想が述べられた。  




表  31 授業内容構成 
分類  内容  
第 1 次  
プログラム  
第 2 次  
プログラム  























世界の状況  (ポスター ) 
タバコのパッケージの違い  (ポスタ
ー ),価格 (ポスター ) 
受動喫煙の影響 (ポスター ) 



























○  ○  ○  
参加証明書  喫煙予防教育に参加した証明書発行   ○  ○  












を検討。事前 (授業前 )、事後 (授業後 )
の意識の変化を記入する  






った。表  32 に質問項目を示した。実際に配布したアンケートは巻末の資料に示した。  
 
表  32 授業理解度の把握・その他 
第 1 次プログラム  第 2 次プログラム  第 3 次プログラム  
・アンケート  ・アンケート  ・アンケート  









































表  33 分析の対象となった児童 
人数 
 男 女 合計 
第 1 次プログラム  (4 年生) 66 52 118 
第 2 次プログラム  (6 年生) 34 35 69 
第 3 次プログラム （5 年生） 51 53 104 
合計 151 140 291 
 
（2） 喫煙予防教育プログラム終了後の学年別の意識調査   
 １）頻度による分析  
 それぞれの項目に対して、問 2 理解度については「よくわかった」、「わかった」、「わか
らなかった」、「どちらともいえない」という回答を求めた。  
 問 3 については今までタバコの影響について聞いたことがあるかの経験の「ある」「なし」
を問い、ある場合ある場合は「どこで」、「だれから」、「どんなこと」を聞いたかたずねた。  
問 4 は友だちとタバコについて話したことがあるかの経験の有無を「ある」「なし」たず
ね、問 5 は最近 3 ケ月以内に家族とタバコについて話したかの経験の有無をたずね、「ある」
「なし」で回答を求めた。表  34 にチェックした人数と評価分析対象数で除した比率の学
年別の結果を示した。  
 
























12（11.5） 9 （13.0） 54（18.5） 


































































***p<0.001，** p<0.01，* p<0.05， 
a.分割表検定（Fisher の直接法による正確確率（両側検定））  
4 年生 n=119、5 年生 n=104、 6 年生 n=69、合計 n=292 
学年ごとによる解析では、問 2 理解度、問 3 影響、問 5 家族で 3 ケ月以内に話したかは、
学年が上がると喫煙に対する興味も上がるためなのか、またそのため家族で話し合う機会
を保護者も意識してもつためか、有意差があることが分かった。よくわかったの割合は、4




（3） 喫煙予防教育プログラム終了後の意識調査の男児、女児別の学年差  
 





















4 （7.8） 5 （14.7） 31（20.5） 
わからなかった  1 （1.5） 2 （3.9） 0 （0.0） 3(2.0) 
どち ら と もい え
ない 






















































***p<0.001，** p<0.01，* p<0.05， 
a.分割表検定（Fisher の直接法による正確確率（両側検定））  
4 年生 n=66、5 年生 n=51、6 年生 n=34、合計 n=151 




差があった。よくわかったの割合が、4 年生 60.6％だったのが 5 年生になると 84.3％とな
っており、5 年生になると大きく理解度が高くなっている。  
 


























4 （11.4） 23（16.4） 
わからなかった  0 （0.0） 1 （1.9） 0 （0.0） 1（0.7） 
ど ちら と も いえ
ない 























































***p<0.001，** p<0.01，* p<0.05， 
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a.分割表検定（Fisher の直接法による正確確率（両側検定））  
4 年生 n=52 、5 年生 n=53、6 年生 n=35、合計 n=140 
全学年女子のみの結果は、問 3、問 5 の 2 項目で有意差があり、喫煙の影響について聞
いたことがあると回答した割合と、家族と最近話し合ったことがあると答えた割合が、学
年が高くなるにつれて高くなり、学年間での有意差があることがわかった。よくわかった
の割合が 4 年生では、 78.8％であったが、5 年生になると 83.0％になっており、理解度が
高くなっていることがわかる。  
 
表  37 性別 
人数（％）  




よくわかった  112 （74.2%） 116 （82.9%） 228（78.4） 
0.063 
わかった  31 （20.5%） 23 （16.4%） 54（18.6） 
わからなかった  3 （2.0%） 1 （0.7%） 4（1.4） 
ど ち ら と も い え
ない 
5 （3.3%） 0 （0.0%） 5（1.7） 
問 3_影響 
ある 90 （60.8%） 87 （62.1%） 177（60.8） 
0.904 
ない 58 （39.2%） 53 （37.9%） 111（38.1） 
問 4_友達
と話す 
ある 47 （31.1%） 30 （21.6%） 77（26.5） 
0.083 
ない 104 （68.9%） 109 （78.4%） 213（73.2） 
問 5_家族
で 3か月以
内 に 話 し
た 
ある 38 （25.2%） 40 （28.6%） 78（26.8） 
0.596 




***p<0.001，** p<0.01，* p<0.05， 
a.分割表検定（Fisher の直接法による正確確率（両側検定））  







表  38 問 3－1 どこで 
項目  人数（％） 
家 67（42.4） 
学校  50（31.6） 
保健室  27（17.1） 
テレビ  7（4.4） 
親戚の家  2（1.2） 
本 1（0.6） 
覚えていない  1（0.6） 
その他  3（1.8） 
 
表  39 問 3－2 誰から 
項目  人数（％） 
担任  49（30.4） 
母親・両親  47（29.2） 
養護教諭  27（16.8） 
家族喫煙  10（6.2） 
テレビ  8（5.0） 
親戚  6（3.7） 
予防教室実施者  3（1.9） 
本 2（1.2） 





表  40 問 3－3 どんなことを 
項目 人数（％） 
病気になる  35（23.3） 
タバコは身体に悪い  29（19.3） 
タバコの害  23（15.3） 
ニコチン・タールについて  11（7.3） 
タバコを吸ってもいいことはない  10（6.6）） 
副流煙について  7（4.7） 
危険 5（3.3 


























各項目の(問い)の学年別、男女別の平均点を表  41 に示した。  
 
表  41 各項目の (問い)の学年別、男女別の平均点 
 
 
①  問２ 理解度得点  （得点が高い方が理解度低い）  
学年、性を主要因として平均値の分散分析を行った結果、学年で 5%水準で有意な差があ
った(F(2,285) = 3.221, p<.05)。下位検定を行ったところ、４年生と６年生の得点の間に
5%水準で有意な差があり、４年生の得点が６年生より高く、理解度が低かった。性別につ
いては、10%水準で有意な傾向で差があり(F(1,285)=3.252, p<.10)、男児の得点が高く、




図  17 理解度の各学年、男女別の得点 
 
問２　理解度 問３　影響聞いたことがあるか 問４　友だちと話す 問５　家族と話す
学年 性別 N 平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差
4年 男児 66 1.47 0.66 64 1.66 0.48 66 1.74 0.44 66 1.73 0.45
女児 52 1.21 0.41 52 1.56 0.5 51 1.78 0.42 52 1.52 0.5
5年 男児 51 1.27 0.72 50 1.18 0.39 51 1.63 0.49 51 1.78 0.42
女児 53 1.21 0.53 53 1.32 0.47 53 1.77 0.42 53 1.83 0.38
6年 男児 34 1.15 0.36 34 1.21 0.41 34 1.68 0.47 34 1.74 0.45















②  問３ タバコの影響を聞いたことがあるか  
学年、性を主要因として平均値の分散分析を行った結果、学年で 0.1%で有意な差が




図  18 に影響を聞いたことがあるかの得点を示した。得点が高い方が聞いたことがな
いことを示している。  
 
図  18 タバコの影響を聞いたことがあるか  
 
問４ 友達と話す  
学年、性を主要因として平均値の分散分析を行った結果、年齢の有意差はなかった（ F(2, 
284)=0.555, ns）。性別の主効果が 10%水準で有意な傾向があり（ F(1, 282)=3.786, p<.10）、
女児の得点が高く女児は友達と話さない傾向が男児よりも高かった。学年×性の交互作用























った(F(2, 285)= 5.645, p<.01)。下位検定を行ったところ、４年生と 5 年生、４年生と６
年生の得点の間に 5%水準で有意な差があり、４年生の得点が５年生、６年生より低く、４
年生は家族と話すことが５年、６年よりも多かった。性差はなかったが、年齢×性で有意
差があり（F(2, 285) = 3.492, p<.05）、４年で男児が女児より得点が高く、４年生で男
児は女児よりも家族と話さないことが明らかとなり、以上の結果を図  20 に示した。  
 
 






































 表  42～表  44 に喫煙予防教育後の児童の感想を原文のまままとめた。  
 
１）小学校４年生の自由記述  



































































5 年生に実施した喫煙予防教育の自由記述を男女別に分けると以下のとおりとなった。  
 
表  43 5 年生の自由記述 (原文のまま ) 






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































表  45 自由記述キーワード別の分類 
 
感覚的 身体的 推論的  
臭い 健康に悪い  なぜ販売しているのか  
煙たい ガンになる  販売をやめてほしい  
いやなものである  喫煙している親に止めてほしい   









表  46 自由記述の検討（キーワードー別分類） 4 年生、 5 年生、 6 年生に共通している項目   
 
 第 1 次プログラム  
（4 年生）  
第 2 次プログラム  
（6 年生）  
第 3 次プログラム  

























































①  3 学年に共通している項目は赤太字  
②  2 学年に共通している項目は下線  





































表  47  喫煙予防教育前、教育後アンケート回答人数  
人数 
 問 1.事前迷惑  問 2.事前害 問 3.事前将来喫煙する可能性  
 事前 事後 事前 事後 事前 事後  
有効数 106 104 107 102 107 102 





 １）迷惑と思う  
事前と事後の比較 
表  48  問 1. 迷惑と思うか 
              人数（％）  
項目  事前 事後 
非常に思う  72（67.9） 90（86.5） 
かなり思う  17（16.0） 8（7.7） 
やや思う  6（5.7） 4（3.8） 
あまり思わない  9（8.5） 0（0.0） 
全く思わない  2（1.9） 2（1.9） 








表  49 問 2. 害がある  
人数（％）  
 事前 事後 
非常によく知っている  50（46.7） 79（77.5） 
かなり知っている  24（22.4） 9（8.8） 
やや知っている  22（20.6） 13（12.7） 
あまり知らない  6（5.6） 1（1.0） 
全く知らない  5（4.7） 0（0.0） 
合計 107（100.0） 102（100.0） 
 
 害があることを非常によく知っている割合が、事前が 46.7％、事後が 77.5％と、事後の
ほうが有意に高くなっており、タバコには害があることを理解できたと考える。  
 
表  50 問 3. 将来喫煙する可能性 
人数（％）  
 事前 事後 
非常に吸うと思う  1（0.9） 2（2.0） 
かなり吸うと思う  3（2.8） 0（0.0） 
やや吸うと思う  3（2.8） 5（4.9） 
あまり吸わないと思う  18（16.8） 13（12.7） 
全く吸わないと思う  82（76.6） 82（80.4） 










表  51 ①問 1 事後と性別のクロス集計 
人数（％）  
 男 女 合計 
事後迷惑  
非常に思う  43（84.3） 47（88.7） 90（86.5） 
かなり思う  4（7.8） 4（7.5） 8（7.7） 
やや思う  3（5.9） 1（1.9） 4（3.8） 
全く思わない  1（2.0） 1（1.9） 2（1.9） 
合計 51（100.0） 53（100.0） 104（100.0） 
 
表  52 ②問２事後害と性別のクロス集計  
人数（％）  




40（78.4） 39（76.5） 79（77.5） 
かなり知っている  3（5.9） 6（11.8） 9（8.8） 
やや知っている  8（15.7） 5（9.8） 13（12.7） 
あまり知らない  0（0.0） 1（2.0） 1（1.0） 
合計 51（100.0） 51（100.0） 102（100.0） 
 
表  53 ③問 3 事後将来喫煙と性別のクロス集計  
人数（％）  
 男 女 合計 
事後将来喫煙  
非常に吸うと思う  1（2.0） 1（1.9） 2（2.0） 
やや吸うと思う  3（6.0） 2（3.8） 5（4.9） 
あまり吸わないと思う  9（18.0） 4（7.7） 13（12.7） 
全く吸わないと思う  37（74.0） 45（86.5） 82（80.4） 









有意確率 p 注 a 事前
n=107 
事後 n=104 
問 1_迷惑 中央値 
4 分位範
囲 
1.0 1.0 1.0 0.0 0.001 ** 
問 2_害 中央値 
4 分位範
囲 
2.0 2.0 1.0 0.0 0.000 *** 
問 3_将来喫煙  中央値 
4 分位範
囲 
5.0 0.0 5.0 0.0 0.549 
 
***p<0.001，** p<0.01，* p<0.05， 
注 a.分割表検定（ Fisher の直接法による正確確率（両側検定））  












項目 事前・事後  人数 平均値 標準偏差  t値
迷惑 前 106 1.6 1.05 3.03 p<.01
後 104 1.23 0.7
害 前 107 1.99 1.15 4.62 p<.001
後 102 1.37 0.74
将来 前 107 4.65 0.75 0.686 ns




















授業後のアンケート結果では、学年ごとによる解析では、問 2 理解度、問 3 影響、問 5
家族で 3 ケ月以内に話したかは、学年が上がると喫煙に対する興味も上がるためか、家族
で話し合う機会を保護者も意識してもつためか、有意差があることが分かった。  
全学年男子のみの結果は、問 2、問 3、の 2 項目で、学年が上がると理解できたと答えた
ことと、喫煙が健康に影響があることを聞いたことがあると答えており、学年間での有意
差があった。  












5%水準で有意な差があった(F(2,285) = 3.667, p<.05)。下位検定を行ったところ、 4 年生









散分析を行った結果、年齢の有意差はなかった（ F(2, 284)=0.555, ns）。性別の主効果が
10%水準で有意な傾向があり（ F(1, 282)=3.786, p<.10）、女児の得点が高く女児は友達と
話さない傾向が男児よりも高かく、学年×性の交互作用はなかった。 
問５の家族と話したことがあるかは、学年、性を主要因として平均値の分散分析を行っ
た結果、学年で 1%水準で有意な差があった (F(2, 285)= 5.645, p<.01)。下位検定を行っ
たところ、４年生と 5 年生、４年生と６年生の得点の間に 5%水準で有意な差があり、４年
生の得点が５年生、６年生より低く、４年生は家族と話すことが５年生、６年生よりも多















名、事後が 2 名になっていた。喫煙予防教育を理解できたならば、 1 名が 0 名になること
を期待したいが、逆に 1 名ではあるが増えていたのは残念な結果である。アンケートの結
果、小学 4 年生と 5 年生の間に大きく理解度が高くなっていることが分かった。 
以上の結果から、児童の精神発達の観点から見ても、喫煙予防教育を実施するのは小学
















































































































































           




























図 22 今後の課題 
 

















































 子どもたちが喫煙を始め、様々な有害な行動に走っていかないようにするために、喫煙  
予防教育は家庭と学校と社会の十分な連携が必要であり、さらにその連携が実りあるもの
となるためには、それにふさわしい教育風土を醸成していかなければならないと思う。  
 今回の研究が健全で豊穣な教育風土の醸成の一助となることを願ってやまない。  



























































煙 害 の な い 社 会  
社会人  










































１ あなたは、現代の未成年者の喫煙は増えていると思いますか？  
① 思う   ② どちらともいえない    ③ 思わない  
２ 未成年への喫煙対策は必要と考えますか？  
① 思う   ② どちらとも言えない    ③ 思わない  
３ あなたは未成年者の喫煙についてどのように考えますか？  
① 体に悪いのでやめるべきである   ② 習慣化されていたらやめるのは難しいと思
う  ③ 他の問題行動（例えば飲酒等）につながるので、やめるべきである  ④ 本
人の意思の問題と思う  
４ 今までの学校教育の中で、禁煙教育について学んだことがありますか？ (学んでいない
人は 6 へ) 
① 学んだ   ② 学んだが十分とはいえない   ③ 学んだことはない  
５ 禁煙教育を受けた人に聞きますが、その中でタバコが人体に及ぼす害について学びま
したか？  
① 学んだ   ② 学んだが十分ではない    ③ 学んでいない 
６ この大学で、禁煙教育についての授業はありましたか？  
① あった   ② 関連する授業はあった    ③ なかった  
７ あなたは、大学の授業で禁煙教育は必要と考えますか？  
① 必要である   ② どちらともいえない  ③ 必要ではない  
８ あなたは今後の職業に活用するため、禁煙教育を学んでみたいと考えますか？  
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① 学びたい    ② どちらともいえない    ③ 考えていない  
９ あなたが学校の教員になった場合、学校現場で禁煙教育を実施したいと考えますか？  
① 実施したい  ② どちらともいえない   ③ 実施しない  
10 あなたの周りで喫煙している人がいますか？  
①  いる いる場合は誰ですか？全てに丸をしてください。（   父、  母 、 兄弟、 
祖父母、  
姉妹、  自分自身、   その他     ） 















１ 勤務校の校種は次のうちどれでしょうか。  
①  幼稚園    ②  小学校    ③  中学校   ④ 高等学校    ⑤  特別
支援学校      ⑥ その他（                 ） 
２ あなたの年齢はおいくつでしょうか。   
①  20 歳代    ②  30 歳代   ③ 40 歳代    ④ 50 歳代     
⑤   60 歳代      
３ あなたの性別をお教えください。  
①   男性    ②  女性 
 
Ⅰ 現在勤務されている学校園の過去３年間の実態についてお答えください。  
 １ 勤務校の禁煙状況はどのようなものですか。  
①   敷地内全面禁煙     ②  指定喫煙場所がある    ③  敷地内全面禁煙を
現在検討中     ④その他（                     ） 
２ あなたの学校で喫煙予防教育を現在実施していますか。  
①   はい    ②  いいえ   ③ 現在計画中   ④ 現在検討中  
３ あなたの学校園で、児童・生徒が喫煙をしている場面を見かけたことはありますか。  
①   ある       ② ない（ない場合は 5 へお進みください） 
４ 見かけた場合は、どの様に対応されましたか。  
①   注意した  ②  注意しなかった 
 注意された場合の対応方法はどのようなものでしたか。（複数回答可）  
①   その場で注意した  ② 後で注意した      ③ 管理職に報告した   
④   担任に報告した    ⑤ 生活指導に連絡した  ⑥ 保護者に連絡した  
⑦その他（                           ） 
⑤   
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５ 児童・生徒から喫煙・禁煙についての相談を受けたことはありますか。  
①   ある  ある場合は何人くらいですか。（     ）人 
②   ない  
ある場合はどのように対応されましたか。（複数回答可）  
   ① 禁煙指導を実施   ② 専門医療機関を紹介    ③ カウンセリングを
実施 ④ 特に何もしなかった   ⑤ その他（               ） 
６ 相談内容はどのようなものですか（複数回答可）  
   ① 禁煙の方法について  ② 禁煙治療について   ③ 禁煙の継続方法につ
いて ④ 喫煙の害について   ⑤その他（                 ） 
Ⅱ あなたのお考えについてお答えください。  
１ 学校での喫煙予防教育についてどのように考えられますか  
（１）外部の専門機関と連携して、喫煙予防教育のカリキュラムを作成し実施する。  
① そのとおりである     ② わからない    ③ その必要はない  
（２）関連教科の中で行うのみでよい。  
① そのとおりである     ② わからない    ③ その必要はない  
（３）喫煙予防教育を進めるうえで養護教諭が中心となり、積極的に実施する。  




① そう思う    ② わからない    ③ そう思わない    
 内  容  番号 
（１）タバコは依存性のある有害薬物である。   
（２）タバコは周囲にとって、受動喫煙の害を及ぼす。   
（３）喫煙は喫煙病という疾患であり、喫煙者は積極的な禁煙治療を必要とする。  
（４）タバコは身体に害があるが、有用な部分もあると思う。   
（５）喫煙は自己責任である。   
（６）喫煙は一つの文化である。   
３ 未成年者の喫煙は増加しているように感じる。  
① はい      ② どちらでもない    ③ いいえ 
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４ 若い女性（２０歳代、３０歳代）の喫煙は増加しているように感じる。  
   ① はい      ② どちらでもない    ③ いいえ 
５ 未成年の喫煙予防、喫煙者の禁煙推進のために、タバコ価格を大幅に引き上げること
についてどう思われますか。  
① 賛成  ② 反対    ③  その他（                  ） 
６ 喫煙予防教育の研修会が開催されたら受講を希望する  
①はい       ② どちらでもない     ③ いいえ 
７ あなたご自身はタバコを吸われますか。   
① 現在喫煙者である    ② 以前吸っていたがやめた    ③非喫煙者である  
８ 養護教諭にとって喫煙予防教育は、重要とお考えですか？ 





























資料 4 第 1 次、第 2 次、第 3 次プログラム 共有アンケート内容 
 





問 1 あなたの学年と性別を教えてください。（あてはまる数字と性別に○をしてください） 





ア よくわかった  
イ わかった  





「どんなことを」聞いたか、（   ）に書いてください。）  
ア ある⇒「どこで」（  ） 
 「だれから」（  ） 
 「どんなことを」（   ） 
イ ない 
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園田学園女子大学  総合健康学科 磯田宏子  
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あとがき 
 
 本論は喫煙予防教育を学校教育の中で、早期に行うのはいつ実施することが効果的であ
るのか、またそれを実施するのはだれが一番適任者であるのかを、児童心理の発達段階を
踏まえながら検討いたしました。大きなテーマの論文を一つにまとめるには、私一人の力
では到底できませんでした。  
 大きなテーマを研究することは、学問を志す者にとっては、偉大なる山に果敢に挑戦す
ることと似ていると思います。偉大なる山に挑むことは勇気のいることですが、踏破でき
た時の喜びもひとしおです。途中で何度も引き返すことを考えましたが、何とかゴールに
たどり着くことができ、周囲の皆様のおかげで一つのことを成し遂げる到達感を持つこと
ができました。言葉にできないほどの感謝の気持ちでいっぱいです。  
  
 本論文は調査アンケートと小学校で実践した喫煙予防教育の授業が主な材料となってお
ります。調査にご協力してくださった方々、授業に協力いただきました四つの小学校、多
くの子どもたちによって成立した論文であります。調査結果は何物にも代えがたい貴重な
材料であり、今後も多角的に分析し、更に研究を深めたいと考えております。  
 
 
本論文を執筆するにあたり、ご指導をいただきました大阪総合保育大学  小椋たみ子先
生、山﨑高哉先生、大方美香先生、プール学院大学  守屋國光先生には、心より感謝申し
あげます。博士後期課程入学以来、示唆に富む教示をいただき、非常に恵まれた研究環境
を与えてくださいました。  
本文をまとめ構成するにあたり、貴重なご助言をいただきました小林陽之助先生に心よ
り感謝申しあげます。また大阪総合保育大学の教職員の皆様、ここには書ききれないほど
多くの方々に、ご指導・ご協力を賜りました。深く感謝いたします。  
また生涯発達科学会の皆様には、研究会の発表時に貴重なるご意見、ご示唆を頂き、論
文作成に役立てることができました。心よりお礼申しあげます。  
最後に、長期にわたる学生生活を支え続けてくれた母に心から感謝いたします。  
